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共同溝の強靭化に向けた基本的な考え方
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羽田空港の共同溝は、目標供用年数を「100年又はそれ以上」と設定し、
必要な長寿命化・不同沈下対策・耐震化を実施する。

○ 共同溝の強靭化に向けた長寿命化・不同沈下対策・耐震化の各項目について検討を行い、以下の結論を得た。

＜長寿命化＞
• 共同溝においては、中性化や塩害等に起因する材料的な顕著な劣化は認められず、構造性能に影響を及ぼす段階には至っていない。
• また、劣化の進行予測結果から、中性化や塩害に対する残存耐用年数は100年以上と推定される。したがって、現行の点検・補修を
続けることで、長期間にわたる供用が可能であると考えられる。

＜不同沈下対策＞
• 共同溝の継手や収容物の変位は、大半の箇所においては、許容変位量以内に収まる予測であり、継続使用は可能と考えられる。
• ただし、一部の継手部において、既に許容変位量を超過している、あるいは将来的に超過する可能性が確認されたため、当該箇所に
ついては、対策が求められる。

＜耐震化＞
• 共同溝敷設箇所の多くで、液状化及び液状化に伴う浮上りの発生が予測される。また、耐震性能の不足も確認されたが、耐震性能の
評価結果は、評価時刻によって変わる可能性も示唆された。

• また、共同溝躯体の形状や地盤条件の変化が、断面力や継手挙動に影響することが確認された。したがって、構造・地盤条件の変化
等を考慮して、重点的に対策を講じることが重要である。

■背景・目的

■強靭化に向けた検討結果

○羽田空港の共同溝は、古い箇所で竣工から35年以上が経過（目標供用年数50年）しており、老朽化や不同沈下が進行している。また、
共同溝の耐震性能は、整備時点の基準に基づいているため、現行基準に対して耐震性能が十分確保できていないことも確認されている。

○一方で、羽田空港は鉄道や道路トンネル等多くの地下構造物があり、共同溝の新設は課題が多いため、現在の共同溝の強靭化（長寿命
化・不同沈下対策・耐震化）による継続使用が望まれる。

○そこで、共同溝の強靭化に向けた現状把握や性能照査を行うとともに、取り得る対策工法について整理を行った。本資料は、これらの
検討結果をとりまとめた上で、共同溝の強靭化の実施に向けた基本方針を示すものであり、今後、具体的な対策計画を立案するにあ
たって、基礎資料として活用されることを目的とする。



１．長寿命化の基本方針
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○ 共同溝の長寿命化にあたっては、現在実施している５年に１回の定期点検やその結果に基づく補修を適切に行って
いくことを基本とする。

中性化や塩害等による材料的な劣化は確認できず、
構造性能への影響は認められない。

中性化深さは、20～40mm程度と、かぶり厚さ
（50mｍ）には達していない。

塩化物イオン濃度は、全体的に非常に小さい。

圧縮強度は、一部を除いて、設計基準強度を満足
している。

適切な点検・補修を継続することで、１００年以上の継続使用を目指す。

変状の顕著な進行は確認されないため、対策の緊急性
は低い。

中性化・塩害による劣化進行予測の結果、鋼材腐食発生までの残存期間は100年以上と見込まれる。

緊急的な対策は不要。

■劣化調査の結果・考察

■劣化進行予測の結果・考察

[材料劣化の状況把握] [変状の発生特性の整理]

ひび割れ等の変状の分布は、底版よりも頂版や側壁に集中。

ひび割れ幅は、概ね0.2～0.3mm程度であり、顕著な進行
も確認されていない。

「供用期間」「平均土被り」「荷重区分」「平均沈下量」「隣接躯
体との平均沈下差」と変状数の相関はみられない。



２－１．不同沈下対策の基本方針
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求められる
対策

対策実施に
おける課題

工法選定の
方向性

共同溝の継手部において、許容沈下量を既に超過している、または将来的に超過が見込まれる
箇所が確認されている。

このため、不同沈下を抑制する対策や、継手の変位量を低減・改善する対策が必要である。

共同溝内には多くの収容物が設置されており、施工スペースが非常に狭隘である。

共同溝内の収容物（ライフライン）には、切回し・移設が困難なものもある。

地上から施工する場合には、空港運用への影響（交通規制等）を考慮した調整が必要となる。

施工時には、共同溝周辺の埋設物（排水路等）との干渉への配慮が必要となる。
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■不同沈下対策の基本方針

■工法選定の方向性

○ 共同溝の不同沈下対策にあたっては、一部の継手部において許容変位量の超過が既に発生している、または将来的
に超過が見込まれることから、対策優先度を設定の上、その優先度に則り順次対策を進める。

○ 許容変位量の超過が見込まれない箇所についても、動態観測結果に基づくモニタリングを継続する。

上記の課題を踏まえ、狭隘な施工スペースにおける施工性や、空港運用への影響に留意しつつ、
以下の観点から整理し、適切な工法を選定する。

地盤への対策 ： 今後発生する沈下の抑制

構造物への対策 ： 沈下追従機能の向上



２－２．不同沈下対策の工法例
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２－３．不同沈下対策の優先度の基本的な考え方

適用箇所取扱い対策優先度

既に許容変位量を超過している箇所

今後１０年以内に、許容変位量の超過が予想される箇所

速やかに対策実施に向けた
検討を行う

高

今後３０～４０年程度で、許容変位量の超過が予想される箇所
必要に応じて対策実施に向けた

検討を行う
中

今後約70年間は、許容変位量以内に収まる箇所
（＝供用100年時点でも、許容変位量の超過が予想されない箇所）

カラー継手やスリップバーの許容変位量を超過している箇所
将来的な超過が見込まれる箇所

従来通りの点検・維持管理を継続し、
経過観察とする

低

○ 不同沈下対策の実施にあたっては、継手部における許容変位量の超過時期に着目し、対策優先度を設定する。
○ また、同一の優先度に分類される箇所については、施工条件、周辺施設や空港運用への影響、その他工事の実施
状況等といった個別事情を踏まえつつ、実順序を決定する。

不同沈下対策 対策優先度の区分
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※ただし、不同沈下の進行状況や変状の発生状況を踏まえ、適宜対策優先度の見直しを行う。



３－１．耐震化の基本方針

○ 共同溝の耐震化にあたっては、液状化及び浮上りの発生や耐震性能の不足が多くの箇所で確認されていることから、
対策優先度を設定の上、その優先度に則り順次対策を進めることを基本とする。
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■耐震化の基本方針

■工法選定の方向性

共同溝躯体において、加振時における断面力や継手の許容変位量の超過、躯体の浮上りが懸念される。
このため、躯体及び継手の耐震補強ならびに浮上り対策が必要である。

共同溝内には多くの収容物が設置されており、施工スペースが非常に狭隘である。

共同溝内の収容物（ライフライン）には、切回し・移設が困難なものもある。

地上から施工する場合には、空港運用への影響（交通規制等）を考慮した調整が必要となる。

求められる
対策

対策実施に
おける課題

工法選定の
方向性

上記の課題を踏まえ、狭隘な施工スペースにおける施工性や、空港運用への影響に留意しつつ、
以下の観点から整理し、適切な工法を選定する。

躯体の補強対策 （曲げ・せん断）

継手の変位対策 （抑制・緩和）

地盤への浮上り対策



３－２．耐震化の工法例①（躯体の補強対策）
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共同溝全域での対策が必要となる「せん断対策」において一般的な「せん断補強鉄筋挿入工法」は、特殊削孔ドリルや斜め削孔技術等により、
共同溝の狭隘部でも施工可能であることを確認した。

対策箇所の内空寸法や収容物の設置状況を考慮し、他工法と組み合わせて最適な施工方法を選定することが重要となる。



３－２．耐震化の工法例②（継手の変位対策、地盤への浮上り対策）
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３－３．耐震化の優先度の基本的な考え方

○ 耐震化の実施に向けては、対策必要箇所が多く存在することから、羽田空港内の共同溝をいくつかのエリアに分け、
共同溝の構造的な安全性と、被災時に空港運用へ与える影響の大きさの観点から、エリア毎の優先度を設定する。

○ その上で、各エリアにおいて必要な耐震性能照査等を実施し、必要な対策を講じていく。

3 2 1

・L1でOUT（曲げ、せん断）
・L1に対する浮上り、沈下による
　縦断方向に対する損傷の発生

・L２でOUT（曲げ、せん断）
・L2に対する浮上り、沈下による
　縦断方向に対する損傷の発生

・液状化対策実施済

A B C

・基本施設 ・構内道路 ・左記以外

・幹線ライフラインを収容するエリア
・主な受配施設へ接続する
　ライフラインを収容するエリア

・左記以外

※：「空港運用の継続性」、「施設の重要性」のうち、優先度区分が高い方の評価を採用するものとする。

躯体の損傷又は変状

発生の
可能性

重大性
（※）

　　　　　　　　　　　可能性
　項目

　　　　　　　　　　　重大性
　項目

空港運用の継続性

施設の重要性
（ライフライン）

■優先度の区分 ■優先度の設定例
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3

2

1

ABC

発
生
の
可
能
性

重大性

優先度 ： 低 ■ ＜ ■ ＜ ■ ＜ ■ ＜ ■ 高


